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はじめにはじめにはじめにはじめに                                                                                                                                    

会津若松市自治基本条例の概要会津若松市自治基本条例の概要会津若松市自治基本条例の概要会津若松市自治基本条例の概要    

１．自治基本条例とは 

   自分達のまちのみんなの課題（公共的課題）を、市民や議会・議員、行政といった 

「まちづくりの主体」が自らの意思と責任のもと一緒になって解決していく（自治） 

ための基本となる「理念」や「原則」、「主体それぞれの役割や責務」、「まちづくりの 

制度や仕組み」などを定めたものです。 

 

２．自治基本条例の必要性・背景 

□地方分権の進展に伴い、地方自治体には地域の実情に合った自治体運営や、自己決 

定・自己責任により公共的な課題の解決を図っていく自主自立のまちづくりが求め 

られています。 

 □全国的な状況と同様に、本市においても少子高齢化・人口減少が進行しています。 

こうした状況は、地域の担い手不足による地域コミュニティの希薄化・地域力の低 

下や、市民ニーズ・行政需要の高度化・複雑化につながっており、税収の減少によ 

る持続的な行政サービスへの影響等が懸念されます。 

 □東日本大震災を踏まえ、市民互助や社会連帯を促していく重要性があらためて認識 

されているところです。 

 

  以上のような本市を取り巻く情勢等への対応として、自治基本条例をまちづくりの 

基本ルール・拠り所として、まちづくりの方向性を共有しながら、参画や協働の意識 

を高め、「まちづくりの主体」それぞれが役割を担いながらまちづくりに臨んでいく 

ことで、本市の持続可能性を高めていくことが必要です。 

 また、全国的に地方創生が叫ばれる中、本市では平成 27 年４月に「まち・ひと・ 

しごと創生総合戦略及び人口ビジョン」を策定し、本市の人口予測を示しながら（下 

図参照）、課題認識や具体的な取組を明らかにしたところであり、自治基本条例に基

づき、「まちづくりの各主体」が協働によりその対応に臨んでいく視点も重要になり

ます。 
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３．自治基本条例制定による効果 

条例制定により私たちの生活がすぐに変わったり、個人の権利などに何ら影響を及 

ぼすものではありません。 

また、規定されている事項を強制するものでもありませんが、以下のような効果を

期待するものです。 

 

 □「まちづくりの主体」間における共通認識が図られます。 

 □参画や協働の制度や仕組みを明確にし活用することで、市民の声をより一層市政に

反映させることにつながります。 

 □市民の条例への理解が浸透していくことで、自治意識の高揚やまちづくりへの参画

や協働による取組が促されます。 

 □総合計画をはじめとした市政運営上の様々な制度や仕組みを明確に位置付けるこ

とで、まちづくりの主体が変わっても変わらない確固たる市政運営の手法が担保さ

れます。 

 

４．条例制定までの経過 

（１）まちづくりフォーラムの開催（平成 23 年度～） 

   学識経験者や先進自治体職員の招聘により、広く市民へ自治によるまちづくり意

識の啓発を図るフォーラムを開催しました。 

 

（２）まちづくり市民学習会の開催（平成 25 年度） 

   市政運営の様々な制度や仕組み等について学びながら、地域課題を解決するため

のルールのあり方を考える市民学習会を 10 回にわたり開催しました。 

 

（３）まちづくり市民会議の開催（平成 26 年度～） 

   公募市民や学識経験者（（公財）地方自治総合研究所長 辻山幸宣氏）などの 43

名（平成 28 年３月現在）により「まちづくり市民会議」を設置し、市民主体の運

営により、自治によるまちづくりを進めていくためのルールである自治基本条例の

必要性やあり方、その具体の内容について 35 回にわたり議論を重ねました。 

また、市民や議会の意見も伺いながら、最終的には市民会議としての議論の結果

を「自治基本条例素案」として取りまとめ、平成 28 年３月に市長へ提出・提案さ

れました。 

 

（４）行政における検討・議会への条例案提出（平成 27 年度～） 

   まちづくり市民会議より提出された「条例素案」を踏まえ行政において検討を行

い、さらにはパブリック・コメントでの意見を踏まえた上で「条例案」として取り

まとめました。 

 この条例案について、平成 28 年６月市議会定例会へ提出し、同議会において賛

成多数により可決され、平成 28年６月 29日に公布・施行しました。 
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前前前前        文文文文                                                                                                                                        

 

会津若松市会津若松市会津若松市会津若松市はははは会津盆地会津盆地会津盆地会津盆地のののの東南部東南部東南部東南部にににに位置位置位置位置しししし、、、、周囲周囲周囲周囲にはにはにはには広大広大広大広大なななな山々山々山々山々やややや猪苗代湖猪苗代湖猪苗代湖猪苗代湖がががが

隣接隣接隣接隣接しておりしておりしておりしており、、、、四季折々四季折々四季折々四季折々のののの表情豊表情豊表情豊表情豊かなかなかなかな自然自然自然自然にあふれていますにあふれていますにあふれていますにあふれています。。。。またまたまたまた、、、、鶴鶴鶴鶴ケケケケ城城城城をををを

有有有有するするするする城下町城下町城下町城下町としてとしてとしてとして長長長長きにわたりきにわたりきにわたりきにわたり豊豊豊豊かなかなかなかな伝統伝統伝統伝統やややや文化文化文化文化がががが脈々脈々脈々脈々とととと受受受受けけけけ継継継継がれがれがれがれ、「、「、「、「なななな

らぬことはならぬらぬことはならぬらぬことはならぬらぬことはならぬ」」」」というというというという言葉言葉言葉言葉にににに代表代表代表代表されるされるされるされる什什什什のののの掟掟掟掟やややや會津藩校日新館會津藩校日新館會津藩校日新館會津藩校日新館のののの道徳教道徳教道徳教道徳教

育育育育によるによるによるによる人材育成人材育成人材育成人材育成によってによってによってによって培培培培われたわれたわれたわれた會津人會津人會津人會津人のののの心心心心がががが今今今今もももも息息息息づいているまちですづいているまちですづいているまちですづいているまちです。。。。    

    私私私私たちはたちはたちはたちは先人達先人達先人達先人達がががが汗汗汗汗をををを流流流流しししし築築築築いてきたいてきたいてきたいてきた歴史歴史歴史歴史をををを誇誇誇誇りにりにりにりに思思思思いいいい、、、、會津人會津人會津人會津人としてのとしてのとしてのとしての自自自自

律心律心律心律心をををを胸胸胸胸にににに、、、、子子子子どもからどもからどもからどもから高齢者高齢者高齢者高齢者までまでまでまで誰誰誰誰もがもがもがもが幸幸幸幸せにせにせにせに暮暮暮暮らしていけるまちをらしていけるまちをらしていけるまちをらしていけるまちを築築築築きききき、、、、

次次次次のののの会津若松市会津若松市会津若松市会津若松市をををを担担担担うううう世世世世代代代代へとへとへとへと引引引引きききき継継継継いでいかなければなりませんいでいかなければなりませんいでいかなければなりませんいでいかなければなりません。。。。    

    そのためにそのためにそのためにそのために、、、、私私私私たちたちたちたち市民市民市民市民やややや議会議会議会議会、、、、市長等市長等市長等市長等がががが市政運営市政運営市政運営市政運営にににに関関関関するするするする情報情報情報情報をををを共有共有共有共有しなしなしなしな    

がらがらがらがら、、、、まちづくりへのまちづくりへのまちづくりへのまちづくりへの主体的主体的主体的主体的なななな参画参画参画参画やややや協働協働協働協働によりによりによりにより公共的公共的公共的公共的なななな課題課題課題課題のののの解決解決解決解決をををを図図図図ってってってって    

いくことやいくことやいくことやいくことや、、、、年齢年齢年齢年齢やややや性別性別性別性別、、、、障障障障がいのがいのがいのがいの有無等有無等有無等有無等のののの互互互互いのいのいのいの違違違違いをいをいをいを認認認認めめめめ合合合合いいいい多様性多様性多様性多様性をををを尊尊尊尊    

重重重重することすることすることすること、、、、ともにまちづくりをともにまちづくりをともにまちづくりをともにまちづくりを担担担担うううう人材人材人材人材のののの育成育成育成育成にににに努努努努めることめることめることめること、、、、地域地域地域地域のののの歴史歴史歴史歴史やややや    

文化文化文化文化、、、、自然自然自然自然といったといったといったといった大切大切大切大切なななな資源資源資源資源をををを守守守守りりりり、、、、伝伝伝伝ええええ、、、、生生生生かしていくことといったかしていくことといったかしていくことといったかしていくことといった考考考考ええええ    

方方方方をををを基本基本基本基本としなとしなとしなとしながらがらがらがら、、、、私私私私たちたちたちたち自身自身自身自身がまちづくりのがまちづくりのがまちづくりのがまちづくりの主役主役主役主役であることをであることをであることをであることを自覚自覚自覚自覚しししし、、、、まままま    

ちづくりへのちづくりへのちづくりへのちづくりへの意欲意欲意欲意欲をもってをもってをもってをもって一人一人一人一人ひとりがひとりがひとりがひとりが他他他他をををを思思思思いやりいやりいやりいやり、、、、支支支支ええええ合合合合うことでうことでうことでうことで人人人人とととと人人人人    

とのつながりをとのつながりをとのつながりをとのつながりを大切大切大切大切にするにするにするにする、、、、いきいきとしたまちづくりをいきいきとしたまちづくりをいきいきとしたまちづくりをいきいきとしたまちづくりを進進進進めていくことがめていくことがめていくことがめていくことが必必必必    

要要要要ですですですです。。。。    

    そうしたそうしたそうしたそうした考考考考えのもとえのもとえのもとえのもと、、、、私私私私たちはたちはたちはたちは自自自自らのらのらのらの意思意思意思意思でででで自治自治自治自治によるによるによるによる自主自立自主自立自主自立自主自立のまちをつのまちをつのまちをつのまちをつ

くることをここにくることをここにくることをここにくることをここに決意決意決意決意してしてしてして、、、、自治自治自治自治のののの基本基本基本基本となるこのとなるこのとなるこのとなるこの条例条例条例条例をををを制定制定制定制定しますしますしますします。。。。 

 

【趣旨】 

  前文とは、条例制定の趣旨や目的、背景、基本原則などを述べた文章で、

条例制定の理念を強調して宣明する必要がある場合に置かれるものです。 

  本条例の前文では、条例案の策定に参画した市民の方々の思いを受け、連

綿と続いてきた本市の歩みを踏まえながら、条例全体の根底となる自治の基

本的な理念や原則、本市のあるべき姿、理想像を明らかにしています。 

 

【解説】 

 ◇第１段落 

   自然、歴史、伝統、文化や會津人の人材育成といった脈々と受け継がれ

築かれてきた本市の特性について述べています。 

 

 ◇第２段落 

   先人達が築いてきた「会津若松市」を継承し、守り育て、しっかりと次 

  代に引き継いでいく必要性について述べています。 

 

 ◇第３段落 

   まちづくりの基本原則（情報共有、参画、協働、多様性尊重、人材育成、

地域資源の継承・活用）のもと、各主体が主体性を持ってまちづくりに臨

んでいく必要性について述べています。 

 

 ◇第４段落 

   まちづくりの主体が自治により自己決定・自己責任の自主自立のまちを 

 つくっていく決意について宣明しています。 
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第第第第１１１１章章章章    総則総則総則総則                                                                                                                            

 

（（（（目的目的目的目的））））    

第第第第１１１１条条条条    このこのこのこの条例条例条例条例はははは、、、、会津若松市会津若松市会津若松市会津若松市におけるにおけるにおけるにおける自治自治自治自治のののの基本的基本的基本的基本的なななな理念及理念及理念及理念及びびびび仕組仕組仕組仕組みをみをみをみを定定定定

めめめめ、、、、市民市民市民市民、、、、議会及議会及議会及議会及びびびび市長等市長等市長等市長等のののの果果果果たすべきたすべきたすべきたすべき役割役割役割役割をををを明明明明らかにするとともにらかにするとともにらかにするとともにらかにするとともに、、、、まちまちまちまち

づくりにづくりにづくりにづくりに関関関関するするするする基本的基本的基本的基本的なななな事項事項事項事項をををを定定定定めることによりめることによりめることによりめることにより、、、、自治自治自治自治のののの確立確立確立確立をををを図図図図りりりり、、、、もっもっもっもっ

てててて自主自立自主自立自主自立自主自立のまちをのまちをのまちをのまちを実現実現実現実現することをすることをすることをすることを目的目的目的目的とするとするとするとする。。。。 

 

【趣旨】 

  本条は、本条例の制定目的を定めるものです。 

 

【解説】 

  「自治」とは、日本国憲法（※）における「地方自治の本旨」を構成する

「団体自治」（地方自治が国から独立した団体に委ねられ、団体自らの意思と

責任のもとでなされるという自由主義的・地方分権的要素）と「住民自治」（地

方自治が住民の意思に基づいて行われるという民主主義的要素）の２つの要

素を指しています。 

 「まちづくり」という文言については、様々な受け止め方や認識があるもの

と考えることから、本条例において一義的な定義をしていませんが、条例に掲

げた理念等を踏まえて、「自治」の考えのもと、公共的な課題の解決に向け、

市民や議会、行政（市長等・市職員）といった各主体がそれぞれの役割や責務

を有しながら、主体的な参画や協働により取り組んでいく活動全般を指す広い

概念として捉え用いています。 

  本条例で定める主な内容は、自治の基本的な理念・仕組み、市民や議会・

議員、行政の果たすべき役割を柱としています。これらを定め、条例制定に

より期待される効果である「自治の確立」を図ることで、前文で述べた最終

的な目的である「自主自立のまち」を実現するという目的を掲げています。 

※日本国憲法（抄） 

第 92 条 地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に 

基いて、法律でこれを定める。 

 

 

 

（（（（条例条例条例条例のののの位置付位置付位置付位置付けけけけ））））    

第第第第２２２２条条条条    このこのこのこの条例条例条例条例はははは、、、、会津若松市会津若松市会津若松市会津若松市におけるにおけるにおけるにおける自治自治自治自治のののの基本基本基本基本をををを定定定定めるものでありめるものでありめるものでありめるものであり、、、、市市市市

民民民民、、、、議会及議会及議会及議会及びびびび市長等市長等市長等市長等はははは、、、、このこのこのこの条例条例条例条例のののの趣旨趣旨趣旨趣旨をををを尊重尊重尊重尊重するものとするするものとするするものとするするものとする。。。。 

 

【趣旨】 

  本条は、本条例の位置付けを明らかにするとともに、各主体が本条例の趣

旨を尊重すべき旨を定めるものです。  

 

【解説】 

  本条例は、市の条例体系の中では他の条例と同様の条例であり、自治によ

る自主自立のまちの実現に向け、各主体がまちづくりへの意識を高めながら

方向性を一にするための「基本」と位置付け、共通認識を持ちながら尊重す

べきものとしています。 
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（（（（定義定義定義定義））））    

第第第第３３３３条条条条    このこのこのこの条例条例条例条例においてにおいてにおいてにおいて、、、、次次次次のののの各号各号各号各号にににに掲掲掲掲げるげるげるげる用語用語用語用語のののの意義意義意義意義はははは、、、、それぞれそれぞれそれぞれそれぞれ当該各当該各当該各当該各

号号号号にににに定定定定めるところによるめるところによるめるところによるめるところによる。。。。    

（（（（１１１１））））市市市市    基礎自治体基礎自治体基礎自治体基礎自治体としてのとしてのとしてのとしての会津若松市会津若松市会津若松市会津若松市をいうをいうをいうをいう。。。。    

（（（（２２２２））））市民市民市民市民    市市市市のののの区域内区域内区域内区域内にににに住所住所住所住所をををを有有有有するするするする者者者者をいうをいうをいうをいう。。。。    

（（（（３３３３））））市民等市民等市民等市民等    市民及市民及市民及市民及びびびび市市市市のののの区域内区域内区域内区域内においてにおいてにおいてにおいて働働働働きききき、、、、学学学学びびびび、、、、又又又又はははは活活活活動動動動するするするする個個個個人又人又人又人又

はははは団団団団体体体体をいうをいうをいうをいう。。。。    

（（（（４４４４））））市長等市長等市長等市長等    市長市長市長市長、、、、水水水水道事道事道事道事業管業管業管業管理者理者理者理者、、、、教育教育教育教育委員委員委員委員会会会会、、、、選挙管選挙管選挙管選挙管理理理理委員委員委員委員会会会会、、、、公公公公平委平委平委平委

員員員員会会会会、、、、監査委員監査委員監査委員監査委員、、、、農業委員農業委員農業委員農業委員会及会及会及会及びびびび固固固固定資定資定資定資産評価審査委員産評価審査委員産評価審査委員産評価審査委員会会会会をいうをいうをいうをいう。。。。    

（（（（５５５５））））参画参画参画参画    市市市市のののの政政政政策策策策のののの立立立立案案案案、、、、実実実実施施施施、、、、評価評価評価評価及及及及びびびび見直見直見直見直しのしのしのしの各各各各段階段階段階段階におけるにおけるにおけるにおける意思意思意思意思形形形形

成成成成にににに関関関関わることわることわることわること並並並並びにびにびにびに様々様々様々様々なななな公共的公共的公共的公共的なななな活活活活動動動動にににに関関関関わるこわるこわるこわることをいうとをいうとをいうとをいう。。。。 

 

【趣旨】 

  本条は、本条例中で規定する重要な用語について、その意義を明確にし、

解釈に疑義が生じないよう定めるものです。 

 

【解説】 

◇第１号 

  議会や執行機関（※）からなる基礎自治体としての会津若松市を「市」と

定義しています。  

※地方自治法（抄） 

第 138 条の４ 普通地方公共団体にその執行機関として普通地方公共団体 

の長の外、法律の定めるところにより、委員会又は委員を置く。 

 

◇第２号 

  地方自治法（※）で規定する「住民」と同じ定義であり、自然人のほか法

人を含め「市民」として定義しています。 

※地方自治法（抄） 

第 10 条 市町村の区域内に住所を有する者は、当該市町村及びこれを包

括する都道府県の住民とする。 

 

◇第３号 

  本市のまちづくりに関しては多様な人々が関わっていることを踏まえ、第

２号で定めた「市民」のほか、他の市町村から本市に通勤や通学をしている

人や、本市内で活動している個人や団体を含め「市民等」と定義しています。 

 

◇第４号 

  市長、水道事業管理者、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監 

査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会から成る市の執行機関を総称 

して「市長等」と定義しています。 
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【参考】 

□地方自治法（抄） 

第 138 条の４ 普通地方公共団体にその執行機関として普通地方公共団

体の長の外、法律の定めるところにより、委員会又は委員を置く。 

第 180 条の５ 執行機関として法律の定めるところにより普通地方公共

団体に置かなければならない委員会及び委員は、左の通りである。 

（１）教育委員会 

（２）選挙管理委員会 

（３）人事委員会又は人事委員会を置かない普通地方公共団体にあつて 

 は公平委員会 

（４）監査委員 

２ （略） 

３  第１項に掲げるものの外、執行機関として法律の定めるところによ

り市町村に置かなければならない委員会は、左の通りである。 

（１）農業委員会 

（２）固定資産評価審査委員会 

 

□地方公営企業法（抄） 

（管理者の設置） 

第７条 地方公営企業を経営する地方公共団体に、地方公営企業の業務

を執行させるため、第２条第１項の事業（水道事業（簡易水道事業を

除く）等）ごとに管理者を置く。（略） 

 

◇第５号 

   市の政策に係る意思形成や様々な公共的な活動への関わりについて、本

条例により、「参加」に留まらない一歩進んだ関わりのあり方として、企画

や立案といった初期段階からの主体的な関わりである「参画」について定

義しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



8 

 

第第第第２２２２章章章章    まちづくりのまちづくりのまちづくりのまちづくりの主体主体主体主体としてのとしてのとしてのとしての役割及役割及役割及役割及びびびび責務責務責務責務                                                            

 

（（（（市民市民市民市民のののの役割及役割及役割及役割及びびびび責務責務責務責務））））        

第第第第４４４４条条条条    市民市民市民市民はははは、、、、地方自治地方自治地方自治地方自治法法法法（（（（昭和昭和昭和昭和 22222222年年年年法法法法律第律第律第律第 67676767号号号号））））にににに定定定定めるめるめるめる権利権利権利権利及及及及びびびび義義義義務務務務

をををを有有有有するするするするほほほほかかかか、、、、市政市政市政市政にににに関関関関するするするする情報情報情報情報についてについてについてについて、、、、公公公公開開開開及及及及びびびび提供提供提供提供をををを求求求求めることがでめることがでめることがでめることがで

きるきるきるきる。。。。    

２２２２    市民市民市民市民はははは、、、、まちづくりのまちづくりのまちづくりのまちづくりの主体主体主体主体であることをであることをであることをであることを認認認認識識識識しししし、、、、権利権利権利権利のののの行使行使行使行使にににに責任責任責任責任ををををもっもっもっもっ

ててててまちまちまちまちづくりにづくりにづくりにづくりに参画参画参画参画するようするようするようするよう努努努努めるものとするめるものとするめるものとするめるものとする。。。。 

 

【趣旨】 

  本条は、まちづくりの主体としての市民が有している役割と責務を明らか

にするため定めるものです。 

 

【解説】 

 ◇第１項 

   本項は、地方自治法において定める選挙権や直接請求権といった権利や

行政サービスの提供に係る負担分任の義務についてあらためて定めるほか、

まちづくりを進めていく上で、まちづくりの主体間における情報共有が不

可欠であることに鑑み、議会や市長等の有する情報について、市情報公開

条例や市個人情報保護条例を踏まえながら、公開や提供を求めることがで

きることについて定めています。 

 

 ◇第２項 

   本項は、市民がまちづくりの主体であることを明確にし、第１項で定め

た権利の行使にあたり責任を持つことを定めています。 

 

 

 

（（（（議会及議会及議会及議会及びびびび議議議議員員員員のののの役割及役割及役割及役割及びびびび責務責務責務責務））））        

第第第第５５５５条条条条    議会及議会及議会及議会及びびびび議議議議員員員員のののの役割及役割及役割及役割及びびびび責務責務責務責務にににに関関関関しししし必要必要必要必要なななな事項事項事項事項はははは、、、、会津若松市議会基会津若松市議会基会津若松市議会基会津若松市議会基

本条例本条例本条例本条例（（（（平平平平成成成成 20202020年会津若松市条例第年会津若松市条例第年会津若松市条例第年会津若松市条例第 19191919号号号号））））にににに定定定定めるところによるめるところによるめるところによるめるところによる。。。。 

 

【趣旨】 

  本条は、まちづくりの主体としての議会及び議員の役割と責務について、

市議会基本条例の規定によることを定めるものです。 

 

【解説】 

  地方分権の進展のもと、まちづくりの主体としての一翼を担う市民の代表

である「議員」とその合議体であり市民の代表機関である「議会」の果たす

役割は重要です。 

  本市では、自治に基づく議会運営の基本原則を定めた市議会基本条例が平

成 20年に施行されており、議会及び議員は、二元代表制のもと市長と相互の

抑制と均衡を図りながら、同条例で規定した活動原則に基づき活動すること、

説明責任を果たしながら市政の重要事項についての意思決定を行うこと、政

策の積極的な立案や提案、提言を行うといった役割を担うこととしています。 
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（（（（市長等市長等市長等市長等のののの役割及役割及役割及役割及びびびび責務責務責務責務））））    

第第第第６６６６条条条条    市長市長市長市長はははは、、、、市民市民市民市民のののの信託信託信託信託をををを受受受受けたけたけたけた執行機執行機執行機執行機関関関関としてとしてとしてとして、、、、地方自治地方自治地方自治地方自治法法法法にににに定定定定めるめるめるめる権権権権

限限限限をををを公公公公正正正正かつかつかつかつ誠誠誠誠実実実実にににに執行執行執行執行するものとするするものとするするものとするするものとする。。。。    

２２２２    市長市長市長市長はははは、、、、市民市民市民市民のののの代表代表代表代表としてとしてとしてとして、、、、広広広広くくくく市民市民市民市民のののの意意意意見見見見をををを聴聴聴聴きききき、、、、及及及及びびびび市民市民市民市民のののの実情実情実情実情をををを把把把把

握握握握するとともにするとともにするとともにするとともに、、、、自自自自らのらのらのらの発発発発言及言及言及言及びびびび行動行動行動行動にににに責任責任責任責任をををを持持持持ってってってって市市市市政運営政運営政運営政運営にににに当当当当たるものたるものたるものたるもの

とするとするとするとする。。。。    

３３３３    市長等市長等市長等市長等はははは、、、、地方自治地方自治地方自治地方自治法法法法そのそのそのその他他他他のののの法令法令法令法令にににに定定定定めるめるめるめる自自自自らのらのらのらの権限権限権限権限のののの執行執行執行執行についてについてについてについて、、、、

市民及市民及市民及市民及びびびび議会議会議会議会へのへのへのへの説説説説明明明明責任責任責任責任をををを果果果果たすものとするたすものとするたすものとするたすものとする。。。。 

 

【趣旨】 

  本条は、まちづくりの主体としての市長等が有している役割と責務を明ら

かにするため定めるものです。 

 

【解説】 

 ◇第１項 

   本項は、市の執行機関である市長が、地方自治法において定める議会へ

の議案の提出や予算の調製及び執行、地方税の賦課徴収等の権限を執行す

ることについて定めています。   

【参考】地方自治法で定める市長の主な権限 

第 148 条 普通地方公共団体の長は、当該普通地方公共団体の事務を管理

し及びこれを執行する。 

第 149 条 普通地方公共団体の長は、概ね左に掲げる事務を担任する。 

１ 普通地方公共団体の議会の議決を経べき事件につきその議案を提出す

ること。 

２ 予算を調製し、及びこれを執行すること。 

３ 地方税を賦課徴収し、分担金、使用料、加入金又は手数料を徴収し、

及び過料を科すること。 

４ 決算を普通地方公共団体の議会の認定に付すること。 

５ 会計を監督すること。 

６ 財産を取得し、管理し、及び処分すること。 

７ 公の施設を設置し、管理し、及び廃止すること。 

８ 証書及び公文書類を保管すること。 

９ 前各号に定めるものを除く外、当該普通地方公共団体の事務を執行す

ること。 

 

 ◇第２項 

   本項は、市民から直接選挙によって選ばれた市の代表である市長が、広

く市民の声を聴きその実情を把握した上で、責任を持って市政運営に臨む

責務を定めています。 

 

 ◇第３項 

本項は、市長、水道事業管理者、教育委員会、選挙管理委員会、公平委 

員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会から成る市の執行 

機関が、地方自治法や地方公営企業法、地方教育行政の組織及び運営に関 

する法律などの法令に規定する権限に属する事務の執行について、市民や 

議会に説明責任を果たすことを定めています。 
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（（（（市市市市職員職員職員職員のののの役割及役割及役割及役割及びびびび責務責務責務責務））））        

第第第第７７７７条条条条    市市市市職員職員職員職員はははは、、、、市民市民市民市民のののの生活生活生活生活のののの向上向上向上向上ののののためためためため、、、、法令法令法令法令をををを遵遵遵遵守守守守しししし、、、、及及及及びびびび使命感使命感使命感使命感をををを持持持持

ってってってって、、、、公公公公平平平平及及及及びびびび公公公公正正正正にににに職務職務職務職務をををを遂行遂行遂行遂行するものとするするものとするするものとするするものとする。。。。    

２２２２    市市市市職員職員職員職員はははは、、、、多様化多様化多様化多様化するするするする地域課題地域課題地域課題地域課題のののの解決解決解決解決のためのためのためのため、、、、不断不断不断不断のののの自自自自己研鑽己研鑽己研鑽己研鑽にににに努努努努めるもめるもめるもめるも

のとするのとするのとするのとする。。。。    

３３３３    市市市市職員職員職員職員はははは、、、、組組組組織横断織横断織横断織横断的的的的なななな視点視点視点視点にににに立立立立ってってってって職務職務職務職務をををを遂行遂行遂行遂行するものとするするものとするするものとするするものとする。。。。 

 

【趣旨】 

  本条は、まちづくりの主体としての市職員が有している役割と責務を明ら

かにするため定めるものです。 

 

【解説】 

◇第１項 

  本項は、市職員が全体の奉仕者として、地方公務員法（※）の規定に基づ

き、法令を遵守し職務を遂行することについて定めています。  

※地方公務員法（抄） 

（服務の根本基準） 

第 30 条 すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、

且つ、職務の遂行に当つては、全力を挙げてこれに専念しなければなら

ない。 

（法令等及び上司の職務上の命令に従う義務） 

第 32 条 職員は、その職務を遂行するに当つて、法令、条例、地方公共団

体の規則及び地方公共団体の機関の定める規程に従い、且つ、上司の職

務上の命令に忠実に従わなければならない。 

  

◇第２項 

   社会経済情勢の変化が著しい状況下において、多様化・高度化する市民

ニーズに的確に対応するため、市職員は専門的な知識・技能の習得や政策

形成能力、コミュニケーション能力、調整能力、情報収集能力等の広範な

能力を高めていく必要があります。 

   本項は、市職員がそうした能力を、自らが課題意識を持って、各種研修

のほか、様々な機を捉えた学びを通じ高めていくことを定めています。 

 

 ◇第３項 

   本項は、行政需要の多様化・高度化への対応として、行政組織単位によ

る縦割りでの対応ではなく、庁内における緊密な連携・協力のもと対応に

あたっていくことについて定めています。 

※地方自治法（抄） 

第 138 条の３ 普通地方公共団体の執行機関の組織は、普通地方公共団体

の長の所轄の下に、それぞれ明確な範囲の所掌事務と権限を有する執行

機関によつて、系統的にこれを構成しなければならない。 

２ 普通地方公共団体の執行機関は、普通地方公共団体の長の所轄の下に、

執行機関相互の連絡を図り、すべて、一体として、行政機能を発揮する

ようにしなければならない。 
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第第第第３３３３章章章章    情報共有情報共有情報共有情報共有によるまちづくりによるまちづくりによるまちづくりによるまちづくり                                                                                    

 

（（（（情報情報情報情報のののの提供提供提供提供及及及及びびびび共有共有共有共有））））    

第第第第８８８８条条条条    議会及議会及議会及議会及びびびび市長等市長等市長等市長等はははは、、、、それぞれそれぞれそれぞれそれぞれ保保保保有有有有するするするする市政市政市政市政にににに関関関関するするするする情報情報情報情報のののの提供提供提供提供によによによによ

りりりり、、、、市民市民市民市民とのとのとのとの情報共有情報共有情報共有情報共有にににに努努努努めるものとするめるものとするめるものとするめるものとする。。。。    

２２２２    議会及議会及議会及議会及びびびび市長等市長等市長等市長等はははは、、、、前項前項前項前項のののの情報情報情報情報のののの提供提供提供提供にににに当当当当たたたたってってってって、、、、適時適時適時適時、、、、適適適適切切切切でででで分分分分かりやかりやかりやかりや

すいすいすいすい内内内内容容容容となるようとなるようとなるようとなるよう努努努努めるとともにめるとともにめるとともにめるとともに、、、、提供提供提供提供のののの手法手法手法手法についてについてについてについて不断不断不断不断のののの改善改善改善改善にににに努努努努めめめめ

るものとするるものとするるものとするるものとする。。。。    

３３３３    市民市民市民市民はははは、、、、市政市政市政市政にににに関関関関するするするする情報情報情報情報のののの積極積極積極積極的的的的なななな把握把握把握把握にににに努努努努めるものとするめるものとするめるものとするめるものとする。。。。 

 

【趣旨】 

  本条は、市民の市政参画を推進し、市政に関する市民の理解と信頼を深め、

開かれた市政が実現されるよう、議会及び市長等が保有する市政に関する情

報の提供と、各主体間における情報の共有の必要性について定めるものです。 

 

【解説】 

 ◇第１項 

   市民を中心に据えた自治による自主自立のまちづくりを進めていく上で 

は、議会や市長等が保有する市政に関する情報を各主体間で共有することが

不可欠です。 

 そのため、第 10 条で定める個人情報の保護に留意しながら、議会や市長

等が保有する市政に関する情報を積極的に提供していくことについて定め

ています。 

 

 ◇第２項 

   議会や市長等は「市政だより」や「市ホームページ」、「あいづわかまつ

広報議会」等の多様な情報媒体を通じて市政に関する様々な情報を提供し

ていますが、一方的な情報提供ではなく、市民がまちづくりを実践するた

めに必要な情報を適時に分かり易く効果的に提供するとともに、社会情勢

を踏まえ、より情報を入手し易い提供手法を柔軟に用いることについて定

めています。 

 

 ◇第３項 

   本項は、まちづくりを効果的・効率的に進めていくために、参画の前提

として、市民に市政へ関心を持っていただいた上で、市政に関する情報の

能動的な把握について定めています。 
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（（（（情報公情報公情報公情報公開開開開））））    

第第第第９９９９条条条条    議会及議会及議会及議会及びびびび市長等市長等市長等市長等はははは、、、、市政市政市政市政にににに関関関関するするするする情報情報情報情報のののの公公公公開開開開をををを保保保保障障障障すすすするためるためるためるため、、、、会津若会津若会津若会津若

松市情報公松市情報公松市情報公松市情報公開開開開条例条例条例条例（（（（平平平平成成成成 15151515年会津若松市条例第年会津若松市条例第年会津若松市条例第年会津若松市条例第１１１１号号号号））））でででで定定定定めるところによめるところによめるところによめるところによ

りりりり、、、、必要必要必要必要なななな措措措措置置置置をををを講講講講じるものとするじるものとするじるものとするじるものとする。。。。 

 

【趣旨】 

  本条は、市民の市政参画を推進し、市政に関する市民の理解と信頼を深め

るとともに、開かれた市政が実現されるよう、議会及び市長等が保有する情

報の公開について定めるものです。 

 

【解説】 

  第８条と同様に、市民の市政への関心を高め、参画を促していくためには、

議会や市長等が保有する市政に関する情報を各主体間で共有することが不可

欠です。 

本条は、対象を公文書とし、第 10 条で定める個人情報の保護に留意しなが

ら、市民の知る権利を保障するものであり、その開示に関し必要な事項を定め

た市情報公開条例に詳細を委ねることを定めています。 

 

 

 

（（（（個個個個人情報人情報人情報人情報保護保護保護保護））））    

第第第第 10101010条条条条    議会及議会及議会及議会及びびびび市長等市長等市長等市長等はははは、、、、個個個個人人人人にににに関関関関するするするする情報情報情報情報のののの収集収集収集収集、、、、管管管管理及理及理及理及びびびび利利利利用用用用についについについについ

てててて、、、、会津若松市会津若松市会津若松市会津若松市個個個個人情報人情報人情報人情報保護保護保護保護条例条例条例条例（（（（平平平平成成成成 15151515年会津若松市条例第年会津若松市条例第年会津若松市条例第年会津若松市条例第２２２２号号号号））））でででで定定定定

めるところによりめるところによりめるところによりめるところにより、、、、必要必要必要必要なななな措措措措置置置置をををを講講講講じるものとするじるものとするじるものとするじるものとする。。。。 

 

【趣旨】 

  本条は、前２条で定める情報提供・公開に当たり、個人情報を適切に保護

することについて定めるものです。 

 

【解説】 

  市民や議会・議員、市長等といったまちづくりの主体が、共通認識のもと

まちづくりを進めていくためには、市政運営に関する情報を共有することが

不可欠です。 

一方で、議会や市長等が保有する情報の中には個人情報が含まれるものが多

くあることから、個人の権利利益が侵害されることがないよう、その取り扱い

には十分留意することが必要です。 

  本条は、そうした個人情報の収集や管理、利用に係る詳細について、市個

人情報保護条例に委ねることを定めています。 
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第第第第４４４４章章章章    参画及参画及参画及参画及びびびび協働協働協働協働によるまちづくりによるまちづくりによるまちづくりによるまちづくり                                                                                

 

（（（（参画参画参画参画））））        

第第第第 11111111 条条条条    市民市民市民市民はははは、、、、自自自自発発発発的的的的かつかつかつかつ主体的主体的主体的主体的ななななまちづくりまちづくりまちづくりまちづくりへのへのへのへの参画参画参画参画にににに努努努努めるものとすめるものとすめるものとすめるものとす

るるるる。。。。    

２２２２    議会及議会及議会及議会及びびびび市長等市長等市長等市長等はははは、、、、市民市民市民市民がまちづくりにがまちづくりにがまちづくりにがまちづくりに参画参画参画参画するするするする意意意意識識識識のののの高高高高揚揚揚揚及及及及びびびび参画参画参画参画するするするする

機機機機会会会会のののの創出創出創出創出にににに努努努努めるものとするめるものとするめるものとするめるものとする。。。。    

３３３３    市民等市民等市民等市民等、、、、議会及議会及議会及議会及びびびび市長等市長等市長等市長等はははは、、、、会津若松市会津若松市会津若松市会津若松市男女男女男女男女共共共共同同同同参画参画参画参画推推推推進条例進条例進条例進条例（（（（平平平平成成成成 15151515

年会津若松市条例第年会津若松市条例第年会津若松市条例第年会津若松市条例第 29292929 号号号号））））でででで定定定定めるところによりめるところによりめるところによりめるところにより、、、、男女平男女平男女平男女平等等等等のののの意意意意識識識識づくりづくりづくりづくり

にににに努努努努めるとともにめるとともにめるとともにめるとともに、、、、男女男女男女男女共共共共同同同同参画参画参画参画社社社社会会会会のののの形形形形成成成成をををを推推推推進進進進するものとするするものとするするものとするするものとする。。。。 

 

【趣旨】 

  本条は、まちづくりへの参画のあり方や、議会や市長等の関わり、男女共

同参画の推進について定めるものです。 

 

【解説】 

 ◇第１項 

   本項は、第３条で定める参画の定義である「市の政策の立案、実施、評

価及び見直しの各段階における意思形成に関わること並びに様々な公共的

な活動に関わること」について、市民が自発的・主体的に臨んでいくこと

を定めています。 

 

 ◇第２項 

   本項は、議会や市長等が、市民のまちづくりへの参画を促すため、参画

に係る各種制度等の内容や参画手法を分かり易く周知すること等により、

参画意識を高めることや、多様な参画機会を創出することを努力義務とし

て定めています。 

  現行においてもパブリック・コメントや市政モニター、審議会等、さらに

はタウンミーティング、各種ワークショップ、懇談会など、多様な参画機会

が設けられていますが、より参画し易い制度としていくことや新たな機会の

創出について検討していくことも必要です。 

 

 ◇第３項 

   本項は、市男女共同参画推進条例（※）や同条例を根拠に男女共同参画

の推進に関する施策を総合的・計画的に推進するために策定している「市

男女共同参画推進プラン」に基づき、市民等や議会、市長等が男女平等の

意識づくりに努めるとともに、そうした意識のもとあらゆる場面において

男女共同参画に係る取組を推進していくことについて定めています。 

※市男女共同参画推進条例（抄） 

(目的) 

第１条 この条例は、男女共同参画の推進について基本理念を定め、市、

市民及び事業者の責務を明らかにするとともに、男女共同参画の推進に

関する施策の基本となる事項を定め、同施策を総合的かつ計画的に推進

することにより、男女の人権が尊重され、豊かで活力ある地域社会の実

現に寄与することを目的とする。 
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（（（（コミュニティコミュニティコミュニティコミュニティ及及及及びびびび協働協働協働協働））））    

第第第第 12121212 条条条条    市民市民市民市民はははは、、、、コミュニティコミュニティコミュニティコミュニティ（（（（居居居居住住住住するするするする地域地域地域地域、、、、関心又関心又関心又関心又はははは目的目的目的目的をををを共共共共にしにしにしにし、、、、自自自自

主的主的主的主的にににに形形形形成成成成されるされるされるされる組組組組織織織織及及及及びびびび集団集団集団集団をいうをいうをいうをいう。。。。以以以以下下下下同同同同じじじじ。）。）。）。）のののの活活活活動動動動をををを尊重尊重尊重尊重するととするととするととするとと

もにもにもにもに、、、、積極積極積極積極的的的的なななな参画参画参画参画にににに努努努努めるものとするめるものとするめるものとするめるものとする。。。。    

２２２２    市民市民市民市民、、、、議会及議会及議会及議会及びびびび市長等市長等市長等市長等はははは、、、、コミュニティコミュニティコミュニティコミュニティへのへのへのへの参画意参画意参画意参画意識識識識のののの高高高高揚揚揚揚にににに努努努努めるものめるものめるものめるもの

とするとするとするとする。。。。    

３３３３    市民及市民及市民及市民及びびびび市長等市長等市長等市長等はははは、、、、コミュニティコミュニティコミュニティコミュニティのののの活活活活動動動動へのへのへのへの関関関関わりをわりをわりをわりを通通通通じじじじ、、、、市長市長市長市長がががが別別別別にににに定定定定

めるめるめるめる協働協働協働協働にににに関関関関するするするする指針指針指針指針等等等等にににに基基基基づきづきづきづき、、、、協働協働協働協働（（（（それぞれのそれぞれのそれぞれのそれぞれの立立立立場場場場をををを信頼信頼信頼信頼、、、、尊重尊重尊重尊重しししし、、、、

特特特特性性性性をををを活活活活かしかしかしかし必要必要必要必要にににに応応応応じてじてじてじて補補補補いながらいながらいながらいながら、、、、それぞれのそれぞれのそれぞれのそれぞれの力力力力をををを結集結集結集結集しししし、、、、公共的公共的公共的公共的なななな課課課課

題題題題のののの解決又解決又解決又解決又はははは目目目目標標標標のののの実現実現実現実現にににに向向向向けてけてけてけて取取取取りりりり組組組組むむむむことをことをことをことをいういういういう。。。。以以以以下下下下同同同同じじじじ。）。）。）。）をををを推推推推進進進進

するものとするするものとするするものとするするものとする。。。。    

４４４４    市民及市民及市民及市民及びびびび市長等市長等市長等市長等はははは、、、、前項前項前項前項のののの規規規規定定定定によりによりによりにより相相相相互互互互にににに協働協働協働協働のののの意意意意識識識識をををを高高高高めるとともめるとともめるとともめるととも

にににに、、、、協働協働協働協働のののの機機機機会会会会のののの創出創出創出創出にににに努努努努めるものとするめるものとするめるものとするめるものとする。。。。    

５５５５    議会及議会及議会及議会及びびびび市長等市長等市長等市長等はははは、、、、地域地域地域地域におけるにおけるにおけるにおけるコミュニティコミュニティコミュニティコミュニティのののの活性化活性化活性化活性化をををを図図図図るためるためるためるため、、、、地域地域地域地域

のののの実情実情実情実情をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、地域地域地域地域のことをのことをのことをのことを市民市民市民市民がががが自自自自らららら考考考考ええええてててて実実実実行行行行できるできるできるできる仕組仕組仕組仕組みについてみについてみについてみについて

検討検討検討検討するものとするするものとするするものとするするものとする。。。。 

 

【趣旨】 

  本条は、「コミュニティ」を自治による自主自立のまちづくりを進めていく

上で重要な役割を担う位置付けとし、コミュニティへの市民や議会、市長等

の関わりや協働のあり方について定めるものです。 

 

【解説】 

 ◇第１項 

   本項は、コミュニティの定義を明らかにした上で、地域課題をはじめと

した公共的な課題を解決するため、市民がその活動を尊重し、積極的に参

画するよう努めることを定めています。 

   コミュニティとは、具体的には町内会や婦人会、子供会、ＰＴＡ、消防

団、ＮＰＯ法人、ボランティア団体など、公共的な活動を行う多種多様な

組織及び集団を指しており、反社会的であったり偏った特定の思想・信条 

  を有する組織及び集団を除くものです。 

   地域コミュニティの希薄化への対応や市民ニーズの多様化・高度化に対

応できるテーマコミュニティが重要となっている中において、市民の主体

的な参画のもと、こうしたコミュニティの活性化を図っていくことが求め

られます。 

 

 ◇第２項 

   本項は、前項で定める様々なコミュニティに市民が積極的に参画するこ

とにより、自治の当事者としての意識が醸成されることを期待し、市民や

議会、市長等が様々な機会を通じて参画意識の高揚を図っていくことにつ

いて定めています。 

 

 ◇第３項 

   「市長が別に定める協働に関する指針」とは、平成 26年４月に策定した

「市市民協働推進指針（※）」を指しています。 
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   本項は、その指針中で示している協働の考え方を踏まえ、市民や市長等

が、第１項で定めるコミュニティの活動の中において、協働により取り組

んでいくことについて定めています。   

※市市民協働推進指針（抄） 

〇市民協働の考え方  

市民公益活動団体と行政が協働する際には、お互いが尊重すべき５つの

基本的な考え方があります。これらをお互いにしっかりと理解した上で協

働事業に取り組む必要があります。 

（１）目的共有 

市民協働による公共的な課題の解決に向けた取り組みは、まず、その

目的が何であるかを双方が理解・共有した上で取り組む必要があります。

このことにより、その効果・利益が不特定多数の市民に幅広く享受され

ます。 

（２）活動への信頼・尊重 

行政は、市民公益活動団体の自主性を妨げないよう、その活動に対し

て「信頼」「尊重」の気持ちを持つ必要があります。そうすることで、柔

軟性や先駆性、専門性といった市民公益活動団体の強みを活かした事業

を展開することができます。  

（３）市民と行政の協力体制 

自立して独自の事業を実施できる市民公益活動団体が多く育つこと

は、きめ細かな公共サービスの提供という点で地域社会にとっては望ま

れます。市民公益活動団体と行政はお互いに依存し合うのではなく、そ

れぞれが特性を活かし、より良い協力体制を築くことが必要です。  

（４）相互理解 

相手の本質を十分理解し、尊重することは、より良い協働事業を進め

るために大変重要なことです。相手に対する不平・不満や一方的な要求

のみでは、良好な関係を築くことはできません。それぞれ異なった主体

が、力を結集して相乗効果を生み出すためには、率直な意見交換を重ね、

お互いに理解を深めながら信頼関係を構築していくことが重要です。  

（５）情報の公開 

協働する場合は、両者の関係が公開された状態であることが必要です。

また、情報公開は、そのプロセスや成果などの説明責任を果たすことに

もなり、信頼関係の構築という観点からも大変重要です。例えば、行政

が協働の相手方を公募などにより選定する場合においては、事業内容や

団体の選定基準などの基本的な事項が公開され、条件を満たせばどの団

体も参入の機会が得られる状態にしておくことが大切です。 

 

 ◇第４項 

  先行事例として、本市では平成 26年度より協働による地域の課題解決と、

より幅広い協働の実践につなげていくため「行政提案型協働モデル事業」を

展開しているところです。 

   本項は、市民や市長等が協働の意識を高め合いながら、そうした協働の

機会や環境を整えていくことを定めています。 
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 ◇第５項 

   地域コミュニティにおいては、様々な分野で地域の役割が期待されてい

る一方で、その構成する住民の減少や担い手不足が顕在化している地域が

ある現況にあります。 

   他の自治体においては、そうした課題を解決すべく、地方自治法に規定

する地域自治区（※）や独自の住民自治協議会といった「地域内分権」の

仕組みをつくり、地域と行政の役割分担の明確化、再構築を図りながら、

地域コミュニティの活性化を図っている事例が見受けられるところです。 

   本項は、そうした先行事例を踏まえながら、地域のことを市民が自ら考

えて実行できる仕組みづくりについて検討していく必要性について定めて

います。  

※地方自治法（抄） 

（地域自治区の設置） 

第 202 条の４ 市町村は、市町村長の権限に属する事務を分掌させ、及び

地域の住民の意見を反映させつつこれを処理させるため、条例で、その

区域を分けて定める区域ごとに地域自治区を設けることができる。 

２ 地域自治区に事務所を置くものとし、事務所の位置、名称及び所管区

域は、条例で定める。 

３ 地域自治区の事務所の長は、当該普通地方公共団体の長の補助機関で

ある職員をもつて充てる。 
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（（（（市民意市民意市民意市民意見見見見のののの公公公公募募募募））））        

第第第第 13131313条条条条    市長等市長等市長等市長等はははは、、、、条例条例条例条例並並並並びにびにびにびに第第第第 16161616条第条第条第条第１１１１項項項項にににに規規規規定定定定するするするする総合総合総合総合計計計計画及画及画及画及びびびび行行行行政政政政のののの

各各各各分野分野分野分野におけるにおけるにおけるにおける計計計計画画画画（（（（次項次項次項次項においてにおいてにおいてにおいて「「「「条例等条例等条例等条例等」」」」というというというという。）。）。）。）のののの案案案案のののの策策策策定定定定にににに当当当当たたたた

りりりり、、、、必要必要必要必要なななな事項事項事項事項をををを公表公表公表公表しししし、、、、市民等市民等市民等市民等のののの多様多様多様多様なななな意意意意見見見見のののの提出提出提出提出をををを広広広広くくくく求求求求めるようめるようめるようめるよう努努努努めめめめ

るものとするるものとするるものとするるものとする。。。。    

２２２２    市長等市長等市長等市長等はははは、、、、前項前項前項前項のののの規規規規定定定定によりによりによりにより提出提出提出提出されたされたされたされた意意意意見見見見をををを検討検討検討検討しししし、、、、条例等条例等条例等条例等のののの案案案案をををを決定決定決定決定

するとともにするとともにするとともにするとともに、、、、当該当該当該当該提出提出提出提出されたされたされたされた意意意意見見見見にににに対対対対するするするする市長等市長等市長等市長等のののの考考考考ええええ方方方方をををを公表公表公表公表するものするものするものするもの

とするとするとするとする。。。。    

３３３３    市長等市長等市長等市長等はははは、、、、前前前前２２２２項項項項にににに定定定定めるめるめるめる市民意市民意市民意市民意見見見見のののの公公公公募募募募についてについてについてについて、、、、そのそのそのその周周周周知知知知にににに努努努努めるもめるもめるもめるも

のとするのとするのとするのとする。。。。    

４４４４    前前前前３３３３項項項項にににに定定定定めるもののめるもののめるもののめるもののほほほほかかかか、、、、市民意市民意市民意市民意見見見見のののの公公公公募募募募にににに関関関関しししし必要必要必要必要なななな事項事項事項事項はははは、、、、別別別別にににに定定定定

めるめるめるめる。。。。 

 

【趣旨】 

  本条は、参画の一つの手法として市民意見の公募（パブリック・コメント）

を行うことについて定めるものです。 

 

【解説】 

◇第１項 

  本項は、市長等が条例や行政の各分野における各種計画の案の策定にあた

り、その策定前に市民へ必要な事項を公表し、多様な意見を広く求めること

に努めることを定めています。 

 

◇第２項 

  本項は、市長等が第１項の規定により提出された意見について十分に検討

した上で案を決定するとともに、提出された意見に対する市長等の考え方を

公表することを定めています。 

 

◇第３項 

   本項は、当該市民意見公募に係る制度の周知はもとより、第１項で規定

した条例等の案に係る必要事項の公表に当たり、市民が把握できるよう、

「市政だより」や「市ホームページ」等の様々な媒体を用いて周知するこ

とに努める旨、定めています。 

 

◇第４項 

  前各項で規定する手続き等の具体の事項については別に定めるものとし

ています。現行においては、「市民意見公募（パブリック・コメント）の実

施に関する要綱」がこれにあたります。 
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（（（（市民市民市民市民のののの意意意意見見見見等等等等へのへのへのへの対応対応対応対応））））    

第第第第 14141414 条条条条    議会及議会及議会及議会及びびびび市長等市長等市長等市長等はははは、、、、前条前条前条前条にににに定定定定めるもののめるもののめるもののめるもののほほほほかかかか、、、、市民市民市民市民のののの意意意意見見見見、、、、要要要要望望望望等等等等

をををを把握把握把握把握するためのするためのするためのするための機機機機会会会会のののの創出創出創出創出にににに努努努努めるものとするめるものとするめるものとするめるものとする。。。。    

２２２２    議会及議会及議会及議会及びびびび市長等市長等市長等市長等はははは、、、、前項前項前項前項のののの意意意意見見見見、、、、要要要要望望望望等等等等にににに対対対対してしてしてして誠誠誠誠実実実実にににに対応対応対応対応するものとすするものとすするものとすするものとす

るるるる。。。。 

 

【趣旨】 

  本条は、前条で定めた市民意見の公募（パブリック・コメント）によらな

い意見や要望等への対応について定めるものです。 

 

【解説】 

 ◇第１項 

   議会や市長等は、現行においても「市長への手紙」、「市長への提案ポス

ト」、「ふれあいの日」、「対話集会」、「市政モニター」や議会による「市民

との意見交換会」等、市民の意見や要望等に係る様々な広聴機会を設けて

いるところです。真に開かれた市政運営を実現するため、そうした機会を

より利用し易くしていくことや新たな機会の創出を検討していくことにつ

いて定めています。 

 

 ◇第２項 

   本項は、市民より出された意見や要望等について、真摯に受け止め、市 

  の考え方について迅速に回答すること、さらには市政運営の改善に生かす 

といった対応をすべきことについて定めています。 
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（（（（審審審審議会等議会等議会等議会等へのへのへのへの参画参画参画参画））））    

第第第第 15151515 条条条条    市長市長市長市長等等等等はははは、、、、市民市民市民市民のののの意意意意見見見見をををを市政市政市政市政にににに反映反映反映反映させるためさせるためさせるためさせるため、、、、市長等市長等市長等市長等がががが設設設設置置置置するするするする

審審審審議会等議会等議会等議会等へのへのへのへの市民市民市民市民からのからのからのからの公公公公募募募募によるによるによるによる委員委員委員委員のののの参画参画参画参画にににに努努努努めるものとするめるものとするめるものとするめるものとする。。。。    

２２２２    市長等市長等市長等市長等はははは、、、、審審審審議会等議会等議会等議会等へのへのへのへの市民市民市民市民のののの参画参画参画参画についてについてについてについて周周周周知知知知するとともにするとともにするとともにするとともに、、、、前項前項前項前項のののの公公公公

募募募募にににに当当当当たりたりたりたり、、、、様々様々様々様々なななな立立立立場場場場のののの市民市民市民市民がががが参画参画参画参画できるようできるようできるようできるよう努努努努めるものとするめるものとするめるものとするめるものとする。。。。    

３３３３    前前前前２２２２項項項項にににに定定定定めるもめるもめるもめるもののののののののほほほほかかかか、、、、審審審審議会等議会等議会等議会等へのへのへのへの市民市民市民市民のののの参画参画参画参画にににに関関関関しししし必要必要必要必要なななな事項事項事項事項

はははは、、、、別別別別にににに定定定定めるめるめるめる。。。。 

 

【趣旨】 

  本条は、法令の定めにより設置する審議会等のいわゆる「附属機関」につ

いて、その構成員としての市民の参画に係る考え方を定めるものです。 

 

【解説】 

 ◇第１項 

   審議会等とは、市民や学識経験者、関係団体の代表者などから構成され、

市の事業について必要な審査、審議又は調査等を行うため、地方自治法（※）

に基づき法律や条例により設置される機関を指します。 

  本項は、市長等が市民の市政への参画機会を保障し、その意見を反映させ

る機会を確保するため、審議会等への公募市民の参画を努力義務として定め

ています。 

※地方自治法（抄） 

第 138 条の４  

３ 普通地方公共団体は、法律又は条例の定めるところにより、執行機関

の附属機関として自治紛争処理委員、審査会、審議会、調査会その他の

調停、審査、諮問又は調査のための機関を置くことができる。ただし、

政令で定める執行機関については、この限りでない。 

  

◇第２項 

   本項は、多くの市民の多様な意見を審議会等における議論に反映させる 

観点から、審議会等への参画について、本市で定めている「附属機関の運営

及び委員構成に係る基準」や「附属機関の委員公募に関する取扱要領」に基

づき、市政だよりへの掲載や掲示場（各庁舎・各市民センター）への掲示等

により積極的に周知し、加えて年齢構成や男女比、在任期間等に配慮して、

様々な立場の市民の参画とするよう定めています。 

 

 ◇第３項 

   本市では「附属機関の運営及び委員構成に係る基準」を定め、公募市民

の積極的な登用を図ることとし、その割合が 40％以上となるよう努めるこ

とや、女性の割合を原則として 30％以上とすること、会議や会議録を原則

として公開すること等について定めています。 
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第第第第５５５５章章章章    市政運営市政運営市政運営市政運営                                                                                                                    

 

（（（（総合総合総合総合計計計計画画画画））））        

第第第第 16161616 条条条条    市長市長市長市長はははは、、、、市政市政市政市政のののの総合的総合的総合的総合的かつかつかつかつ計計計計画的画的画的画的なななな運営運営運営運営をををを図図図図るためのるためのるためのるための中中中中長長長長期期期期的的的的なななな計計計計

画画画画のののの基本理念基本理念基本理念基本理念、、、、基本目基本目基本目基本目標標標標、、、、政政政政策策策策、、、、施策施策施策施策等等等等をををを体体体体系系系系的的的的にににに示示示示したしたしたした基本基本基本基本構想構想構想構想及及及及びびびび基本基本基本基本

計計計計画等画等画等画等をををを内内内内容容容容とするとするとするとする総合総合総合総合計計計計画画画画（（（（以以以以下下下下「「「「総合総合総合総合計計計計画画画画」」」」というというというという。）。）。）。）をををを策策策策定定定定するものするものするものするもの

とするとするとするとする。。。。    

２２２２    市市市市のののの政政政政策策策策、、、、施策施策施策施策及及及及びびびび事事事事務務務務事事事事業業業業はははは、、、、総合総合総合総合計計計計画画画画にににに基基基基づくことをづくことをづくことをづくことを基本基本基本基本とするとするとするとする。。。。    

３３３３    市長市長市長市長はははは、、、、総合総合総合総合計計計計画画画画をををを策策策策定定定定するにするにするにするに当当当当たってはたってはたってはたっては、、、、市民市民市民市民のののの意意意意向向向向をををを反映反映反映反映したしたしたした内内内内容容容容とととと

するためするためするためするため、、、、そのそのそのその策策策策定定定定過程過程過程過程においてにおいてにおいてにおいて市民市民市民市民のののの参画参画参画参画のののの機機機機会会会会をををを設設設設けるようけるようけるようけるよう努努努努めるものめるものめるものめるもの

とするとするとするとする。。。。    

４４４４    市長市長市長市長はははは、、、、基本基本基本基本構想構想構想構想及及及及びびびび基本基本基本基本計計計計画画画画のののの策策策策定定定定、、、、変更変更変更変更又又又又はははは廃止廃止廃止廃止にににに当当当当たってはたってはたってはたっては、、、、議会議会議会議会

のののの議決議決議決議決をををを経経経経るものとするるものとするるものとするるものとする。。。。 

 

【趣旨】 

  本条は、総合的かつ計画的な市政運営を行っていくために策定する総合計

画について定めるものです。 

 

【解説】 

 ◇第１項 

平成 23 年の地方自治法の改正により、総合計画の基本部分である基本構

想の議決規定が削除され、策定自体が各自治体の判断に委ねられることにな

りました。 

本項は、総合的で長期的、継続的な視点に立ったまちづくりを進めていく

ためには、総合計画が必要であるという認識に立ち、本市のまちづくりの基

本を定める本条例中に、総合計画の策定を義務として定めています。   

【参考】用語解説 

□基本構想 

 本市の将来に向けたまちづくりの基本的な方向性を示すもの。 

□基本計画 

 基本構想に基づき進める市政運営にあたっての政策、施策の体系等を明

らかにするもの。 

 

 ◇第２項 

   本項は、市がまちづくりを進める上で掲げる政策や施策、それらを実現

するための事務事業が、総合計画に基づくことを基本とすることを定めて

います。 

 

 ◇第３項   

   本項は、総合計画を市民の意向を踏まえた内容とするため、その策定過

程において附属機関である総合計画審議会をはじめ、各種ワークショップ

やアンケート等、市民参画の機会を設けることを定めています。 

 

 ◇第４項 

   本項は、総合計画中の基本構想及び基本計画の策定や変更、廃止につい

て、議会の議決を要件とする旨を定めています。 
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（（（（行行行行政政政政評価評価評価評価））））    

第第第第 17171717 条条条条    市長市長市長市長はははは、、、、効効効効果的果的果的果的かつかつかつかつ効率効率効率効率的的的的なななな市政運営市政運営市政運営市政運営をををを図図図図るためるためるためるため、、、、行行行行政政政政評価評価評価評価によりによりによりにより

総合総合総合総合計計計計画画画画のののの進進進進行管行管行管行管理理理理をををを行行行行うものとするうものとするうものとするうものとする。。。。    

２２２２    市長市長市長市長はははは、、、、前項前項前項前項のののの行行行行政政政政評価評価評価評価のののの結結結結果果果果にににに基基基基づきづきづきづき、、、、事事事事務務務務事事事事業業業業のののの改善改善改善改善及及及及びびびび見直見直見直見直しをしをしをしを図図図図

るとともにるとともにるとともにるとともに、、、、当該当該当該当該行行行行政政政政評価評価評価評価のののの結結結結果果果果をををを分分分分かりやすくかりやすくかりやすくかりやすく公表公表公表公表するものとするするものとするするものとするするものとする。。。。    

３３３３    市長市長市長市長はははは、、、、第第第第１１１１項項項項のののの行行行行政政政政評価評価評価評価をををを行行行行うにうにうにうに当当当当たたたたってはってはってはっては、、、、そのそのそのその客観客観客観客観性性性性、、、、信頼信頼信頼信頼性及性及性及性及びびびび

公公公公平平平平性性性性をををを確確確確保保保保するためするためするためするため、、、、第第第第三三三三者者者者によるによるによるによる評価評価評価評価のののの手法手法手法手法をををを取取取取りりりり入入入入れるものとするれるものとするれるものとするれるものとする。。。。 

 

【趣旨】 

  本条は、前条の総合計画に掲げた目標の実現に向け、計画に位置付けた政

策の着実な推進を図るため、社会経済情勢や市民意向等を踏まえながら妥当

性や効率性、有効性等の観点から、必要な取組等について評価を行う行政評

価について定めるものです。 

 

【解説】 

 ◇第１項 

   本項は、総合計画の着実な推進を図るため、行政評価によりその進行管

理を行うことを定めています。 

 

 ◇第２項 

   本項は、全ての施策等を対象に行政評価を行い、その結果を踏まえ施策

の目的を達成するための事務事業の改善・見直しを図り、また、説明責任

を果たすことや意思形成過程の見える化を図る観点から、その結果を公表

することを定めています。 

 

 ◇第３項 

   本項は、行政評価をより適切に行い総合計画の進行管理を行うため、市

民の視点や専門的な知見から客観的に施策等に対する評価を行う外部評価

について定めています。 
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（（（（財財財財政運営政運営政運営政運営））））    

第第第第 18181818 条条条条    市長市長市長市長はははは、、、、最少最少最少最少のののの経費経費経費経費でででで最最最最大大大大のののの効効効効果果果果をををを挙挙挙挙げるげるげるげる市政運営市政運営市政運営市政運営をををを図図図図るためるためるためるため、、、、中中中中

長長長長期期期期的的的的なななな視点視点視点視点によりによりによりにより、、、、健全健全健全健全なななな財財財財政運営政運営政運営政運営をををを行行行行うものとするうものとするうものとするうものとする。。。。    

２２２２    市長市長市長市長はははは、、、、総合総合総合総合計計計計画及画及画及画及びびびび行行行行政政政政評価評価評価評価をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた予算編予算編予算編予算編成及成及成及成及びそのびそのびそのびその執行執行執行執行にににに努努努努めるめるめるめる

ものとするものとするものとするものとする。。。。    

３３３３    市長市長市長市長はははは、、、、財財財財政政政政状況状況状況状況をををを分分分分かりやすくかりやすくかりやすくかりやすく公表公表公表公表するものとするするものとするするものとするするものとする。。。。 

 

【趣旨】 

  本条は、自立した市政運営の基礎となる健全な財政運営やその透明性を確

保するための基本的な事項について定めるものです。 

 

【解説】 

 ◇第１項 

   財政とは、国や地方公共団体などが、行政活動や公共政策の遂行のため

に行う、資金の調達・管理・支出及び財産の管理運営のことです。財政運

営は、民主的に適正に行われる必要があることから、議会の議決を経た予

算により管理されます。 

   本項は、市長が、地方自治法（※）において定める最少の経費で最大の

効果を挙げる市政運営を実現するため、「中期財政見通し」や「公債費負担

適正化計画」等により、中長期的な視点に立った計画的な財政運営を行っ

ていくことを定めています。 

※地方自治法（抄） 

第２条第 14 項 地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民

の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるよう

にしなければならない。 

  

◇第２項 

   本項は、市長が総合計画で掲げた目標等を実現するための政策・施策に

ついて、その進行管理を行う行政評価の結果を踏まえ事務事業の検証や見

直しを行い、選択と集中の観点から予算編成・執行を行うといった一連の

プロセスにより、効果的・効率的な財政運営を行っていくことを定めてい

ます。 

 

◇第３項 

   本項は、市長が地方自治法（※）や同法に基づく市財政状況説明書公表

に関する条例（※）、さらには地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財

政健全化法）（※）により、健全化判断比率といった指標を含む財政状況に

ついて、財政運営の透明性を確保する観点から分かり易く作成し公表する

ことを定めています。 

※地方自治法（抄） 

（財政状況の公表等） 

第 243 条の３ 普通地方公共団体の長は、条例の定めるところにより、毎

年二回以上歳入歳出予算の執行状況並びに財産、地方債及び一時借入金

の現在高その他財政に関する事項を住民に公表しなければならない。 

※市財政状況説明書公表に関する条例（抄） 

第１条 地方自治法第 243 条の３第１項の規定に基づく本市財政状況説

明書は、毎年３月末現在及び９月末現在の２回これを公表する。但し財

政上重要な変動があるときは、その都度これを公表する。 
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※財政健全化法（抄） 

（健全化判断比率の公表等） 

第３条 地方公共団体の長は、毎年度、前年度の決算の提出を受けた後、

速やかに、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来

負担比率（以下「健全化判断比率」という。）並びにその算定の基礎と

なる事項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当

該健全化判断比率を議会に報告し、かつ、当該健全化判断比率を公表し

なければならない。 

 

 

 

（（（（危機管危機管危機管危機管理理理理））））        

第第第第 19191919 条条条条    市長等市長等市長等市長等はははは、、、、市民等市民等市民等市民等のののの生活生活生活生活のののの平穏平穏平穏平穏をををを守守守守るたるたるたるためめめめ、、、、災害災害災害災害等等等等のののの危危危危機機機機にににに的確的確的確的確にににに

対応対応対応対応するためのするためのするためのするための体制体制体制体制をををを整備整備整備整備するとともにするとともにするとともにするとともに、、、、そのそのそのその体制体制体制体制がががが機能機能機能機能するようするようするようするよう周周周周知知知知をををを図図図図

るものとするるものとするるものとするるものとする。。。。    

２２２２    市民等市民等市民等市民等はははは、、、、災害災害災害災害等等等等のののの発発発発生生生生時時時時においてにおいてにおいてにおいて、、、、自自自自らのらのらのらの安全安全安全安全のののの確確確確保保保保をををを図図図図るとともにるとともにるとともにるとともに、、、、

相相相相互互互互にににに協協協協力力力力してしてしてして災害災害災害災害等等等等へのへのへのへの対処対処対処対処にににに努努努努めるものとするめるものとするめるものとするめるものとする。。。。    

３３３３    市民等市民等市民等市民等、、、、議会及議会及議会及議会及びびびび市長等市長等市長等市長等はははは、、、、危機管危機管危機管危機管理理理理のののの意意意意識識識識のののの高高高高揚揚揚揚にににに努努努努めるものとするめるものとするめるものとするめるものとする。。。。 

 

【趣旨】 

  本条は、市民等の生活の平穏を守るため、災害等の危機に関する市民等や

議会、市長等の役割を明らかにするため定めるものです。 

 

【解説】 

 ◇第１項 

   本項は、市長等が災害等の不測の事態に備え、市の「地域防災計画」や

「水防計画」、「国民保護計画」に基づき所要の体制を整備するとともに、

災害等の発生時においてその体制が機能するよう、日頃から市民等へ周知

を図ることを定めています。 

 

 ◇第２項 

   本項は、大規模な災害等が発生した非常時においては、行政だけでは対

処できない事態となることも想定されることから、日頃から市民等一人ひ

とりが自助・共助といった意識を持ち、実践していくことについて定めて

います。 

 

 ◇第３項 

   本項は、市民等や議会、市長等が、自ら又は相互に平時より機を捉え危

機管理意識の高揚を図っていくことを定めています。 
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第第第第６６６６章章章章    国国国国、、、、他他他他のののの自治体等自治体等自治体等自治体等とのとのとのとの連携連携連携連携及及及及びびびび協協協協力力力力                                                                    

 

（（（（国国国国、、、、他他他他のののの自治体等自治体等自治体等自治体等とのとのとのとの連携連携連携連携及及及及びびびび協協協協力力力力））））    

第第第第 20202020 条条条条    市市市市はははは、、、、国国国国、、、、他他他他のののの自治体及自治体及自治体及自治体及びびびび関関関関係団係団係団係団体体体体とのとのとのとの適適適適切切切切なななな役割役割役割役割分分分分担担担担のもとのもとのもとのもと、、、、単単単単

独独独独ではではではでは対処対処対処対処できないできないできないできない課題課題課題課題、、、、共共共共通通通通するするするする課題及課題及課題及課題及びびびび広域的課題広域的課題広域的課題広域的課題をををを解決解決解決解決するためするためするためするため、、、、相相相相

互互互互のののの連携連携連携連携協協協協力力力力にににに努努努努めるものとするめるものとするめるものとするめるものとする。。。。 

 

【趣旨】 

  本条は、社会経済情勢の変化や市民ニーズの多様化・高度化、行政課題の

広域化などにより、自治体単独では対応が難しい課題が増加している中で、

国や他の自治体等との連携を図り、課題解決に向けて相互に協力することに

ついて定めるものです。 

 

【解説】 

  本条における「他の自治体及び関係団体」とは、福島県や会津地方の自治

体、姉妹都市や親善交流都市等のゆかりの自治体のほか、会津大学や地方公

共団体で組織する一部事務組合、各種協議会等の任意団体などを指していま

す。 

  地方分権改革に伴い、国や福島県と本市との関係性が「上下・主従」から

「対等・協力」の関係となった今日、国や福島県等との適切な役割分担や連

携協力のもと、地方自治の本旨である団体自治の確立を図りながら、災害発

生時の対応や広域施策の展開等の各種対応を図っていくことが必要です。 
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第第第第７７７７章章章章    条例条例条例条例のののの検証検証検証検証                                                                                                                

 

（（（（条例条例条例条例のののの検証検証検証検証））））        

第第第第 21212121 条条条条    市民市民市民市民、、、、議会及議会及議会及議会及びびびび市長等市長等市長等市長等はははは、、、、このこのこのこの条例条例条例条例のののの内内内内容容容容についてについてについてについて、、、、社社社社会会会会経済経済経済経済情情情情勢勢勢勢

のののの変変変変化等化等化等化等をををを勘案勘案勘案勘案しししし、、、、適宜検証適宜検証適宜検証適宜検証するものとするするものとするするものとするするものとする。。。。    

２２２２    市長市長市長市長はははは、、、、前項前項前項前項のののの検証検証検証検証のののの結結結結果果果果をををを勘案勘案勘案勘案しししし、、、、必要必要必要必要があるとがあるとがあるとがあると認認認認めるときはめるときはめるときはめるときは、、、、所要所要所要所要のののの

措措措措置置置置をををを講講講講じるものとするじるものとするじるものとするじるものとする。。。。    

３３３３    市長市長市長市長はははは、、、、前項前項前項前項のののの措措措措置置置置をををを講講講講じるにじるにじるにじるに当当当当たってはたってはたってはたっては、、、、市民市民市民市民のののの意意意意見見見見をををを反映反映反映反映するようするようするようするよう適適適適

切切切切なななな措措措措置置置置をををを講講講講じるものとするじるものとするじるものとするじるものとする。。。。    

４４４４    市長市長市長市長はははは、、、、前前前前３３３３項項項項のののの規規規規定定定定によるによるによるによる検証検証検証検証等等等等のののの結結結結果果果果についてについてについてについて公表公表公表公表するものとするするものとするするものとするするものとする。。。。 

 

【趣旨】 

  本条は、本条例の実効性を確保することに加え、形骸化しないよう、まち

づくりの主体がそれぞれの立場・視点より社会経済情勢の変化等を踏まえ検

証を行い、その結果を踏まえ、必要に応じ本条例の改正等の措置を講じるこ

とを定めるものです。 

 

【解説】 

◇第１項 

   本項は、社会経済情勢の変化等に応じ、自治のあり方もそれに対応して

いくことが必要であることから、本条例の規定内容が十分に機能している

かどうか、まちづくりの主体が適宜検証していくことについて定めていま

す。 

 

 ◇第２項 

   本条例は、自治のあり方の変化に柔軟に対応する「育てる条例」として

の性質を有しています。 

本項は、前項の検証の結果を踏まえ、必要に応じて本条例の改正や関連 

  制度を構築する等により、本条例の実効性を確保し「生ける条例」として 

  いくことについて定めています。 

 

 ◇第３項 

   「適切な措置」の具体的な手法については、本条例の趣旨や経過を踏ま

え、附属機関の設置等、市民の意見が十分に反映される手法を用いるよう

配慮する必要があります。 

 

 ◇第４項 

   本項は、市長が説明責任を果たす観点から、前３項で定める条例の検証

や見直しを行った場合、いずれもその結果を公表することを定めています。 
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